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はじめに 
 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「半導体機能性材料の

高度評価基盤開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２４年

６月２５日）及び現地調査会（平成２４年６月１８日））において策定した評価

報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の

規定に基づき、第３３回研究評価委員会（平成２４年１１月１３日）にて、そ

の評価結果について報告するものである。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５―１より抜粋） 
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「半導体機能性材料の高度評価基盤開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「半導体機能性材料の高度評価基盤開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは評価対象プロセス領域を広げながら一貫して材料評価技術

基盤を構築してきた。競合する材料メーカーが企業の枠を超えて集結し、

300mm ウェーハにおいてデバイスまで含めた評価を行うという画期的な試み

であり、このような枠組みを作り上げた意義は大きい。新材料の評価基盤（装

置だけでなく、TEG 及び評価基準）が整備されたことにより、材料メーカーの

研究開発力が向上すると共に、新材料がビジネスに繋がる機会が増えている。

国際的に競争力の高い日本の材料メーカーの技術力をより強固なものとするだ

けでなく、デバイスメーカーにとっても競争力強化に繋がっている。また、人

材育成や「競合」企業の参加に対するマネジメント手法など、有形、無形の部

分で非常に有益な成果が得られた事業として、高く評価できる。 
CASMAT 解散後の材料評価基盤の活用、維持という課題に関しては、デバイ

ス技術の進展に対応して共通評価基盤の改善や認知度向上に向けたし仕組みづ

くりが重要であり、プロジェクト終了後も業界としての普及に向けた取組みが

継続されることを期待する。 
 
２）今後に対する提言 
新材料の導入や三次元デバイス、三次元集積化など、半導体デバイス技術に

は急激な変化が起こり始めており、このような時期に CASMAT が終了すること

は大変残念なことと言わざるを得ない。但し、社会・経済情勢も急激に変化し

ており、今までと同じスキームでは対応できない可能性が高いのも事実であろ

う。 
CASMAT による材料評価の基盤構築により、日本の材料メーカーが競争力を

持つ仕組みができたが、CASMAT 終了後も、競争力を維持･増強できる仕組み

が必要である。300mm への対応は奏功したが、450mm への対応に関しても、

どのような対応がさらなる競争力向上に必要なのか、今から考える必要がある。

現状で我が国の材料メーカーは世界的に確かに強いが、今後も国内に閉じてい

ては次第に世界から取り残される結果となる可能性が高い。新たな枠組みでは、

世界に門戸を開きつつ、我が国の材料メーカーの強みを最大限に発揮して我が

国がリーダーシップを発揮できるような戦略が強く求められる。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
半導体デバイスメーカーの国際競争力が低下し、技術開発スキームが変貌し

ていく中で、わが国の強みの一つである半導体材料メーカーの競争力を今後も

引き続き維持・向上させることはわが国の国際競争力強化にとって極めて重要

である。そのための材料評価技術基盤の構築を目指した本事業は、強いニーズ

がありながら民間企業だけでは到底実施出来なかったものであり、NEDO が関

与して初めて可能になった事業として高く評価できる。 
半導体材料メーカーにとっては、共通の材料評価指標が整備されることは、

材料の完成度のベンチマーク、デバイスメーカーへの提案力向上など、競争力

向上に大きな効果が期待できる。CASMATⅢで、デバイス的な評価の観点を取

り入れた評価 TEG 及び評価基準の構築を目標としたことは、材料開発力の強化

に貢献できた。このことから、日本の国際競争力を強化する意味で、事業の目

的は妥当であった。 
 
２）研究開発マネジメントについて 

半導体材料メーカーの競争力を底上げする目的に対して、研究開発の目標が

適切に設定され、計画も妥当であった。特に、「競合」企業の参画を可能にした

運営方針と運営体制は高く評価されて良い。集積回路のプロセスインテグレー

ションを経験したデバイスメーカー出身の技術者が中立的な立場で組合員企業

（材料メーカー）の研究指導にあたる体制を構築し、競合関係にある半導体材

料メーカー間の利害を適切にマネジメントしながら、協調領域の評価基盤の確

立、活用を円滑に運営した。また、材料の評価結果の公開･非公開の明確化によ

り各メーカーの個別技術の保護が図られた。その結果、共通の評価環境が構築

できた事により、同業他社とのベンチマークも可能となり、自社の強みと弱み

を知り取捨選択の結果、得意分野に注力できる機会を提供できた。 
 また、今後の半導体産業での利用拡大が見込まれる、低誘電率絶縁膜、CMP
用スラリ、バッファーコート材料など、適切なテーマ設定をした。その開発の

ために TEG を用いた電気的評価を行う点も、技術の本質をついていて、良いア

プローチであった。 
 
３）研究開発成果について 

半導体プロセス全体を俯瞰して材料評価基盤を短期間で完成させ、評価 TEG
の作製及び評価基準を作成したことは有意義であり、成果は汎用性があり目標

をクリアしている。また、予算規模を考慮すると費用対効果は十分にあった。

当初の目標（テーマ）を断念したものもあるが、選択する能力を身に着け、効
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率的な研究開発を行えたことも成果の一つと評価する。評価 TEG の中に PN 接

合及びトランジスタが存在することにより、配線系だけの TEG では得られない

重要な評価（より実用に近い評価）が可能となった。従来では、材料メーカー

が FEOL*1 を考慮した評価・検討を行うことはできなかった。今回それが可能

な評価基盤が整備できた。また、評価 TEG の設計検証の時期は適切であった。

その後の材料メーカーの大量活用に貢献できた。RO*2を用いた実効配線間容量

測定、電池効果による Cu 研磨時の腐食、バッファーコートに於ける剥離耐性係

数など、デバイスメーカーの視点を考慮した評価方法を確立できた。これらは、

材料メーカーがデバイスメーカーに新材料を提案する上で、重要な知見である。 

一方で、CMP*3-TEG は素晴らしい成果だと高評価できるものであり、この

TEG を承継した会社に期待する。評価方法などの知的財産権は、海外でも権利

を取得すべきであった。 

 

*1：FEOL（Front End Of Line の略。Si 基板上にトランジスタ等の素子を 
作る一連の工程。) 

*2：RO（Ring Oscillator。インバーターを奇数段リング状に接続した発振 
回路で、構成素子の特性や負荷の特性に応じて発振周波数が変化する。) 

*3：CMP（Chemical Mechanical Polishing（化学的機械的研磨）。シリカ 
粒子を含んだ研磨液（スラリ）をウェーハ表面に流しながら、スピンド 
ルに貼り付けたウェーハを回転テーブル表面の研磨パッドに圧着させて 
研磨する方法。) 

 
４）実用化、事業化の見通しについて 
参加した材料メーカーが評価 TEG 及び評価基準を利用し、多くの新材料の評

価を実施している。評価 TEG 試作の直後から材料の評価実績件数が急に増大し

ていることより、評価 TEG 及び評価基準が材料メーカーにとって意味あるもの

であったことが認識できる。TEG を使った評価により、製品開発の完成度が高

まっており、材料メーカーにとって実用化に向けての課題は明確化されたと考

える。また、評価基盤が整備される事により、材料メーカーが、デバイスメー

カーに対して提案力を持つことができ、ビジネスに繋げる機会が増大した。結

果として、材料メーカーの競争力強化となっている。 

参加企業が評価基盤技術の有効性を認識し、解散後も自社に持ち帰り、評価

基盤の事業への活用を考えていること、TEG の供給を受けられる体制が整えら

れていることは評価できる。 

一方で、次世代、次々世代を鑑みての対応（450mm 対応を含む、将来にわた

っての競争力の維持･向上）も踏まえて業界全体としての具体的な取り組みに繋
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がって行くことを期待する。また、本プロジェクトで確立した材料評価基盤が

半導体材料の分野において世界的に認められるようなものとなれば、顧客が新

材料を選択する際に我が国の材料メーカーにとって有利となる。現状、TEG に

世界スタンダードはないが、デファクトスタンダードとなりうるような TEG の

普及に期待する。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

2.3 

2.4 

3.0 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 3.0 A A A A A A A
３．研究開発成果について 2.4 B B A A B A B
４．実用化、事業化の見通しについて 2.3 A B B A B B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 

平均値 


